





















































































































































































1997 ～ 2010 年のニューレイバー政権は，こうした枠組みを引き継ぎながら，貧困や失業と
いった社会的排除への対策の一環としてワークフェア改革を本格的に展開していくことになった
（Griggs et al. 2014，阪野 2002）。まず，ブレア政権が重点課題として最初に取り組んだのは，若
年者の失業問題である。1998 年 4 月から開始された「若者のためのニューディール」では，18 ～




















































































16 歳になるまで所得補助の受給が認められていたが，それを 7 歳まで段階的に引き下げていく
ことで，ひとり親を就労義務の対象となる求職者手当へと移行させていく方針が打ち出されて
いた。さらに，障がい者についても，2007 年から就労不能給付にかえて新たに「就労・支援手当










（Atos）が批判を受けて早期に撤退を余儀なくされている（Gentleman 2011, Grover 2014）。ひとり





















合に給付額を減額する措置（いわゆる「寝室税」）が導入された（Dorey and Garnett 2015：Ch.5）。
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らに質的にも量的にも強化した（Daguerre and Etherington 2016）。2012 年 10 月から求職者手当
に適用された新しい制裁措置では，最も軽い違反に課される給付停止期間が 1 週間から 4 週間へ，
最高給付停止期間が 26 週間から 3 年間へと引き延ばされた。ユニバーサル・クレジットにも同様
（4）　給付額の上限は，導入時には，標準世帯で年間 26,000 ポンド，単身世帯で 18,200 ポンドとされた。2016 年 11
月からは，ロンドンの標準世帯で年間 23,000 ポンド（ロンドン以外は 20,000 ポンド），単身世帯で 15,410 ポンド
（同 13,400 ポンド）へ引き下げられている。











































































































































「社会的公正センター（Centre for Social Justice）」という独立のシンクタンクを立ち上げていたダ
ンカン・スミスにたいして，キャメロンは彼自身が最も重要視していた社会的公正に関わる政策
分野の見直し作業を委ねた。その見直し作業のなかで出されたのが，2006 年の『イギリスの崩壊
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